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1-1．次世代育成支援対策推進法にもとづく行動計画 
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制度 内容 行員 スタッフ 

出生サポート休暇 年間5日、1日単位または1時間単位で取得することができる ○ ○ 

1-2．プラチナくるみんプラス取得までの取組内容 
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制度 内容 行員 スタッフ 

休職 １つの休職事由につき原則1回・１年まで（不妊治療含む） ○ × 

半日休暇 
① 午後半日休暇の場合：8:30～12:15(勤務時間3時間45分)    
② 午前半日休暇の場合：13:15～17:00(勤務時間3時間45分) 
③ 時差勤務者：指定する勤務時間帯のうち、50%の勤務時間 

○ ○ 

テレワーク シンクラ・タブレット等を利用した業務を自宅等で行うことができる ○ ○ 

時差勤務 始業時間7:00～11:30までの9パターンで勤務可能 ○ ○ 

【不妊治療と仕事の両立利用可能な制度(2022年度まで)】 

・周期に合わせた通院となるため、事前に通院日を特定することが難しい。 
・1日単位で休みが必要な場合は少なく、数時間単位×複数回の受診が必要となる。 

不妊治療を受けて
いる行員の声 

2023年4月新設 

・治療内容によって所要時間も変わるため、必要時間に応じて取得しやすい。 
・出生サポート休暇を利用して、嫌な顔をされたことはない。 
・他にも利用者がいると聞き心強い。 
・業務への影響を最小限とするために、2週間程度の通院の可能性がある日を主治医に 
 聞きとり職場の共有カレンダーに仮入力している。 

出生サポート休暇 
取得者6名の声 

平均取得日数3.3日 
 

(2023年8月末時点) 

2023年5月 プラチナくるみんプラス認定 



1-3．育児と仕事の両立支援制度 

4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産前休暇 
※多胎妊娠の 
場合 14 週 

出生時 
育児休職     育児休職(短期を含む) 

     ※パパ・ママ育休プラスは１歳２か月 

パ
パ
・
マ
マ 

マ
マ 

・妊婦健診等を受ける時間の確保 ・母性健康管理措置（通勤緩和、勤務軽減等） 

・時間外労働、休日労働、深夜業の制限 

産後休暇 

育児休職 

※特別な場合 

育児休職 

※特別な場合 

パ
パ 

配偶者 

出産休暇 

それぞれ 2 分割可（最大 4 分割可） 

不妊治療 
目的休職 

産前６週 産後８週 妊娠 出産 １歳 ２歳 １歳６か月 小学校入学 小学校３年生 結婚 

出生サポート
休暇 

短期育休：5営業日有給 

10営業日有給 

3営業日有給 

看護休暇 年間5日間(時間単位取得を含む) 

・「育児休職」の名のとおり、育児に振り切って活用できた。 
・取得すべきタイミングがそれぞれの家庭で異なるという前提で、とにかく早めにスケジュー 
 リングしておくことが大切。出産前にしっかり制度を理解しておくことが重要と思った。 

男性の育休取得者 
19名の声 

 
(2023年8月末時点) 



2-1．女性活躍推進法にもとづく行動計画  
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目標 2021年度 2022年度 2023年度 

役付者の新規登用女性割合 
(※ 当行定義の役付者＝主任クラス以上) 

32.3％ 58.3％ 59.1％ 

全行員に占めるテレワークまたは時差勤務の 
利用者割合 

66.8％ 60.9％ 
2023年8月迄 

29.8％ 



２-2．チャレンジ機会の提供（2023年5月 人事制度改定） 
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２-3．働きやすさの向上 
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３．指標および目標 
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